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地域観光政策に関する一考察
はじめに
　筆者は、新潟県上越市に４年間出向し、地方都市の合併後の観光振興に携わってきたが、ここでは合併後の２年間
（2005年及び2006年）の取組み事例を中心に、いかにその取組みが必要だったのかなど、地域観光政策の視点から述
べる。この調査が、全国各地域で同じように観光振興施策を進めている自治体に多少なりとも参考となれば幸いであ
る。調査内容は、基本的には上越市の挑戦、住んでよし訪れてよしの「観光立市」上越の実現を目指した上越市の知
名度向上策と、交流人口の拡大のための導入時期の取組みである。
１．上越市の概況
　上越市は、上越新幹線が東京から新潟を結んでいることから、首都圏在住者等からはその沿線に所在する都市と誤
解されがちである。しかし、かつて新潟県（越後）は都のあった京都に近い方から、上
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地方と呼ばれている地域の中心で、新潟－富
山間のほぼ中央に位置する都市なのである。
　1971年４月に、城下町・高田市と港町・直江津市が合併して、上越市が誕生した。
　さらに、2005年１月１日に、周辺13町村と合併し、面積は東京都のほぼ半分の973平方キロメートル、人口約21万
人の都市となり、2007年４月には特例市としてスタートした新潟県南西部（上越地方）の中心都市である。14市町村
による合併はいわゆる平成の大合併では全国最多市町村数であり、海・山の恵みと豊かな自然が広がり、四季の情景
あふれる新生上越市の将来都市像を「海に山に大地に、なりわいと文化あふれる共生都市上越」と定め、その実現に
向け、一人ひとりが真のゆとりと豊かさを実現し、自主・自立で安全・安心に暮らせるまちづくりを進めているとこ
ろである。
　上越市は合併により数多くの特徴的な観光資源を有することになった。これらの貴重な地域資源と人材資源を最大
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限活用し、上越市としてシティセールスを積極的に行い、上越市の知名度向上と交流人口の拡大による地域の活性化
を図り、持続可能な観光振興の発展による『住んでよし訪れてよしの「観光立市」上越』の実現を目指すこととし、
その前段階での具体的な戦略の１つが2005年４月に上越市の要請に基づき国土交通省から筆者が新設の観光企画課長
として派遣されたことである。以下、合併後２年間の取組みを中心にしながら、合併という新しい状況を踏まえ、そ
の後の展開も含めた観光における「上越市の挑戦」の取組みを記述していくこととする。この経緯は、いわゆるメ
ジャーの「観光地」とは決してまだ言えなかった地域の観光による地域活性化への取組みの第一歩であった。
２．上越市の観光の当時の状況
　上越市は、2005年１月の周辺13町村との合併により、新たに広大な21万人都市として生まれ変わり、官民一体となっ
たまちづくりに取り組んでいたところであった。
　2005年３月に策定された上越市地域産業再生大綱の中で「観光産業は、多くの産業分野の中でも裾野が広く大きな
経済波及効果と雇用創出効果を持ち、地域経済の活性化に寄与する有望分野の１つである」と位置づけられていた。
　上越市は、古くから交通の要衝として栄え、日本海縦断フェリー及び佐渡汽船や海外とのコンテナ航路が就航する
重要港湾・直江津港のほか、鉄道は JR 信越本線及び北陸本線とほくほく線が直江津駅で接続し、高速道路は北陸自
動車道と上信越自動車道の結節点に位置しており、市内には５カ所のインターチェンジを有する。東京からは上越新
幹線の越後湯沢乗換え、特急はくたか利用で最短２時間で、さらには、2014年度末北陸新幹線開業により上越駅（仮
称）の設置が決定しているなど、陸・海の交通ネットワークが整った北陸地方の交通主要拠点の１つであった。
　上越市には通年で集客できる全国レベルの滞在型観光資源は存在しないが、春の日本三大夜桜と言われる高田城百
万人観桜会（以下、観桜会）、夏の海水浴（合併後の海岸線は約42キロメートルにも及ぶ）、東洋一と称される高田公
園のはすまつり、秋の「越後・謙信 SAKE まつり」やそばまつりに代表される山海の味覚、冬のスキーや雪国体験
など、季節ごとに異なる魅力を体験することができる。
　上越市の観光ポテンシャルとしては、上杉謙信公、親鸞聖人ゆかりの地を有する「歴史」、自然の恵みと地域の人々
の英知により育まれた「米」「酒」「ワイン」「海産物」などに代表される「食」、雪国ならではの四季折々の海・山・
里の自然と人が織り成す美しい「景観」、温泉や海水浴など自然の中で過ごすことで癒される「健康」、スキー、ゴル
フ、トレッキング、パラグライダーをはじめとした種類豊富な「スポーツ」、雪エネルギーの活用による雪冷房や雪
貯蔵などの克雪・利雪の生活文化も含めた「雪」、越後田舎体験事業が既に体験型教育旅行の分野でブランド化して
いるように、生活や地域資源を体験型観光として提供できるいわゆる「田舎生活・暮らし」などが挙げられる。
３．上越市の観光の課題
　上越市の抱える観光の課題としては、自然の恵みを活用した観光資源が多いため、来訪者の受入期間が限定される
とともに、気象条件に左右されやすいことから年間を通しての安定的な観光客確保が難しい状況にあった。また、高
速交通網が整備されたことで市域を超えた広範囲の移動が可能となり、上越市での目的を達してしまうとそのまま市
内を回遊することなく次の目的地へと移動してしまうなど、いくつかの課題があった。これらを踏まえて、後述する
「上越市第三次観光振興５か年計画」策定時に主に整理したものであるが、以下の６つの視点から課題を抽出し整理
するとともに、観光客入込数の問題点にも触れていきたい。
（1）来訪者ニーズ
・上越市に対する来訪者（観光客）のニーズや誘客が見込めるターゲットがまだ不明確であり、効果的な観光振興が
図られていない。
　課題： ターゲット設定と来訪者ニーズの把握に向けたマーケティングが必要。
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（2）上越市の認知度
・各地で行う物産展や旅行エージェントの反応から、上越新幹線沿線と誤解、混同されるなど、「上越市」の名前と
位置が正確に知られていない。
・高田城百万人観桜会以外のツアー商品がなく、上越市を訪れるツアーの造成は十分に図られていないのが現状であ
り、旅行エージェントの商品企画担当者の中でも上越市の知名度は決して高くない。
　課題： 認知度向上に向けたプロモーション（広報宣伝）が必要。
（3）観光資源
・海、山、川、大地といった多種多様な自然環境を有しているが、単体での魅力の弱さ、広範にわたる点在、施設の
整備不足など観光資源として活用できていない事例が見受けられる。
・全国的にも著名な郷土の偉人や史跡等を文化的な要素だけでなく、観光面でも積極的な他の資源との連携が不足し
ている。
・歴史を感じさせられる城下町のたたずまいや雪国としての風情を残すまちなみなどが、上越市特有の景観であるこ
との認識が不足している。
・雪を効果的に活用した観光振興が充分に図られていない。
　課題：既存の観光資源の魅力度向上が必要。
（4）サービスの高度化
・合併により有した多様な地域資源の有効な活用方法を見つけ、魅力向上を図っていく必要があり、併せて、見るだ
けでない楽しみ方の工夫も必要であり、いかに滞留時間を長くし、宿泊させるかが大きな問題である。
　課題： 地域特性を活かした観光資源とサービスを創出をしていくことが必要
（5）受入体制・担い手となる人材
・各観光協会の連携が弱く、市全体を包括的に捉えての推進体制がまだ不十分である。
・観光事業を展開している事業者間において、それぞれの意識、考えの差や情報不足などにより、連携が不十分であ
ることから、担い手の意識変革や地域連携の意識向上が求められている。
・地域の魅力を伝える人材の発掘・育成が必要である。
・地域間競争に打ち勝つために、外国人観光客の受入れなど、新たなターゲットに対応した受入体制の整備が必要で
ある。
　課題： 団体や地域間の連携、観光振興を担う人材の育成が必要。
（6）宿泊・交通等の受入体制
・観光客の利便性向上を図るための既存のバス路線ルートの見直しや観光タクシーの充実など、二次交通の整備を含
めた総合的な交通体系の整理・検討が不十分である。
・新幹線開業に向け、駅周辺の計画的な整備と観光ニーズに対応した観光情報の提供を行うなど、利便性が高い魅力
ある駅舎整備により利用者を確保し、通過駅にならないような本格的な取組みを始めたばかりである。
・体験交流型観光については、今後さらにニーズの高まりが予想されることから、ニーズに合わせたメニュ─の充実
が不可欠である。また、現在、需要に対して民泊施設の不足が問題になっていることから、今後、施設整備や民泊
先の拡大、担い手づくりなど受入体制の強化が必要である。
　課題： 不足する交通手段、宿泊施設を補う仕組みが必要。
○上越市における観光客入込数
　上越市内への入込数は、2006年度の上越市「観光動態調査」によれば、年間672万人（対前年比2.7％減）であり、
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その３分の２が県内客である。2006年度は、総体的に天候に恵まれなかったこともあり、入込客は前年度を下回った。
2006年の主な施設・イベントへの入込客数は、最も多いのが「高田城百万人観桜会」で、約90万人の入込客数を記録
している。観桜会に次ぐのは、長野県からの入込みが多い海水浴場で約74万人、次いで上杉謙信公の遺構が今に残る
「春日山・林泉寺」の約38万人、続いて高田地区から直江津地区へ７月下旬の１週間開催される「上越まつり」で36
万人の入込客となっている。また、冬のスキー客をメインとしている「キューピットバレイスキー場」は年間約12万
人となっている。宿泊者数は年間約21万人である。因みに、外国人観光客数は年間約６千人程度であるが、これらは
一部の宿泊施設等の利用客数でのみである。いずれにしても、合併後の統計手法が確立されていない現状があるので
早急に国の動きなども視野に入れつつ整備を図っていく必要がある。
（注：2007年度観桜会は天候に恵まれたことが最大での要因であるが10年ぶりに100万人を突破し約116万人と当時の
過去最高を記録した。）
４．上越市の観光振興への取組み
　次に、先に挙げた上越市の観光の現状と課題を踏まえ、2005年度以降の２年間の主な取組みを中心に、それを踏ま
え、その後の展開の概要、考え方を記述していく。前述したように観光地としては未だ十分に認知されていない上越
市の地域特性を活かし「選ばれる観光地」になるための過程となる「上越市の挑戦」という視点から考察し、主な取
組みを記述するものである。
（1）第三次観光振興５か年計画の策定
　2005年４月赴任後先ず筆者に課された課題は「第三次観光振興５か年計画」の策定だった。合併後の全市を網羅し
た将来の上越市の観光のあり方を見据え、2006年度からの５年間で取組むべき内容とし「第三次観光振興５か年計画」
をとりまとめた。
　策定の趣旨としては、観光は経済効果をもたらす一産業という位置付けでだけでなく、交流の機会であるとともに、
個性あるまちづくりを促進し、文化向上の場をも創出するなど、地域に有形無形の実りをもたらしているものと位置
付け、本計画では、観光まちづくりの視点に立ち、観光によって地域が活性化するまち「住んでよし訪れてよし」の
『観光立市』を目指すための指針と、これを実現する骨格を示した。（「住んでよし訪れてよし」というフレーズは目
新しいものではないが、地域の観光振興の基本的・根本的な考え方なので敢えて採用した。）
　策定に当たっては、学識経験者や観光関係事業者及び市民代表等51人からなる「上越市観光充実検討委員会」にお
いて３つの専門部会（誘客促進部会、交流・体験型観光推進部会、広域連携促進部会）を設け、検討を行った。
　本計画の特徴は、第一次と第二次の計画が施設整備や地域別の観光振興策など、個別具体的な記載を行ってきた傾
向があったが、団体から個人へのシフトなど旅行ニーズの変化や国内の誘客競争の激化が顕在するなど観光を巡る環
境の変化が著しいことから、第三次計画は、ソフト事業重視への展開を図り、特に外部に向けた情報発信、プロモー
ション活動への積極的な取組みを中心とした。
　策定の視点は、計画の策定に当たっては、合併効果を最大限に活かし、特に「上越市」の知名度向上と交流人口の
拡大の取組みを重視するとともに、国の観光政策や外国人観光客誘致への取組み、また、見るだけから体験・交流す
る観光へと移行している観光客ニーズに対応する計画とした。本計画では観光推進の基本コンセプトを『魅力あふれ
る　越後ほんもの体験のまち　上越市』と定め、住んでよし訪れてよしの「観光立市」上越の実現を目指し、その後、
この計画に沿って戦略的に観光振興を推進することとした。
（2）体験型観光の推進
　上越市の中山間地域における特徴的な取組みとして「越後田舎体験推進事業」がある。越後田舎体験推進事業は、
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郡６町村において、行政、宿泊施設、鉄道及びバス会社などの団体が「越後田舎体験推進
協議会」を組織し、1999年度から体験型旅行の受入れを始めた事業である。「自然と日本の田舎の原風景とそこに生
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きる人々の暮らしを活かした体験型観光の推進を図り、交流人口の拡大による地域の活性化と経済の発展」を目的に
事業展開を図っている。
　市町村合併により旧 東
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郡６町村は、「上越市」と「十日町市」に分かれたが、田舎体験事業を引き続き両市の
広域連携事業として進めているところである。合併によりそれぞれの市域での受入れエリアの拡大も進み、会員数の
拡大により宿泊定員も増加してきた。同事業では、都市部の小中高校生の修学旅行や体験学習の場として、ブナの原
生林や冬の豪雪、棚田、かやぶき民家などの地域資源を活用した本物の田舎体験プログラムを提供しているところで
あるが、合併により海での体験も提供することが可能になり、体験プログラムのバリエーションも拡がった。
　顧客としては、首都圏の小中学校の団体が中心で、５月の連休頃の田植えツアーや夏休み前半などをピークに２泊
以上の日程を組み、１泊はホームスティ（民泊）、もう１泊は協議会加盟施設に宿泊するように組まれている。この
越後田舎体験のアピールポイントは一度に最大で250人程度のホームスティ受入れが可能であることと全て地域の人
で構成するインストラクターの質と熱意が非常に高いことである。こうしたホームスティやインストラクターとの出
会いが縁で家族ぐるみの交流が生まれたり、米などの農産物の個別販売の販路が開拓されたりするなど二次的な成果
も生まれている。
　事業の実施体制は、財団法人雪だるま財団に協議会事務局が置かれ、受付、カリキュラム設定、コーディネート等
を行い、各地区の協議会が当該地区の受入対応（プログラムの実施等）を行う仕組みにとなっている。受付から清算
業務まで事務局が一括して対応できる体制が送客エージェント等から高い評価を得ている。プログラム数は現在、自
然体験、農業体験、漁業体験、農村生活体験、食体験、工芸体験、歴史学習、雪国体験、スポーツ体験など100種類
を超え、季節に合わせて、できる限り参加者が希望する体験を提供している。体験する舞台も生産現場そのもので、
体験のための体験農園や体験施設ではなく、インストラクターも地域に生き、生産現場で実際に働いている方々であ
る。まさに「ほんもの体験」であると同時に、地域を元気にしてくれる有意義な事業であり、基本コンセプトになら
うことにより地域内にほんものの感動がもたらされるのである。
　越後田舎体験事業による体験・交流人口は、年間約50団体、約5,000人に達し、直接の売上高も１億円を超えるま
での規模に成長するなど、地域にもたらす経済効果も大きくなっている。
　上越市としては、越後田舎体験推進事業をはじめとした体験型観光の受入れを全市域に拡げるための取組みを進め
るとともに、プログラムの拡充による団塊の世代へのアプローチを図り、交流人口の拡大と地域の活性化を図ってい
くこととした。2005年11月には上越市を会場に「第３回全国ほんもの体験フォーラム in 新潟」を開催し、体験型観
光への取組みを全国にアピールした。
（3）首都圏からの観光客の誘導
　上越市の知名度向上と一層の誘客拡大を図るため、観桜会をはじめとした四季折々のイベント情報の積極的な PR
や観光セミナーを開催し、大都市圏からの誘客を促進した。具体的な取組みとしては JR 東日本（以下、JR）とのタ
イアップである。赴任後、第三次観光振興５か年計画策定と並行して真っ先に取り組んだことこそ JR との連携強化
であった。首都圏からの誘客を図る場合、先ずはアクセスの確保と効果的な広報宣伝が必要不可欠であるとともに、
旅行エージェントへの営業活動の強化が重要であると考えた。
　上越市は鉄道網が発達している地域であり、観桜会を首都圏でもワンランク上のイベントに育てていくには JR と
の連携は喫緊の課題であり、効果的な取り組みだと判断したものであった。JR との連携を継続することにより、そ
の企画力や広報宣伝及び広大なネットワーク等を活用することができ、旅行商品の造成、集客力のある駅構内でのプ
ロモーションや旅行エージェント向け商品造成プレゼンテーションの開催などが効果的・効率的に実施可能となっ
た。一例を挙げれば、観桜会のポスターなども共同制作することにより JR の業務用扱いが可能になり、以前より格
段と掲出箇所や日数が増えることとなった。
　また、2006年度の臨時新幹線との接続による首都圏からの旅行商品（首都圏主要駅発着で臨時ダイヤの新幹線と信
越本線の長岡駅乗り継ぎによる観桜会見学ツアー）造成は上越市としては画期的なことであった。このように首都圏
での観桜会の知名度向上や旅行商品化などの面で確実に成果が上がった。観桜会に限らず通年での連携を図り、季節
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ごとに年間を通しての観光プロモーションや商品造成などを図っていくこととした。このような継続的な関係強化の
結果、３年連続で SL の誘致にも結び付き、地域の活性化に大いに寄与した。
　なお、JR との連携以外にも、これまで取り組んでいなかった旅行エージェントやマスコミ招聘などにも精力的に
取り組んだ結果、夏の高田公園の蓮の旅行商品化が実現した。
（高田城百万人観桜会、上越市高田公園　2006年筆者撮影）
日本三大夜桜─高田城と夜桜 妙高山を背景とした満開の桜
（4）フィルム・コミッション事業
　次に、フィルム・コミッション（FC：Film Commission、以下、FC）事業であるが、筆者は国土交通省時代に全
国 FC 連絡協議会の設立や四国運輸局赴任後の四国各県の FC 設立支援やそれをまとめる四国 FC 連絡協議会の設立
などに関わってきた。また、日本で唯一のロケ地情報誌『ロケーションジャパン』の編集等にも創刊号から協力した
経緯もあり、上越市にも FC 事業をぜひとも根付かせたいとの思いを赴任直後から持っていた。
　FC とは、映画、テレビ、CM などあらゆるジャンルのロケーション撮影を誘致し、実際のロケをスムーズに進め
るために様々な支援をする非営利団体であり、国内外の制作会社・団体等に対してワンストップサービスを基本とす
る相談窓口・受入れ組織として活動するものである。
　最近、ロケ地を訪れる新しい観光の形が話題になってきている。ロケ地情報誌『ロケーションジャパン』は当初、
制作者と FC をつなぐ情報誌だったが、徐々に一般購読者が増えてきており、ロケ地観光のニーズが高まってきてい
る。
　ロケ地になることにより、ロケ隊による直接的効果（宿泊費、飲食費等）と観光などによる間接的効果が期待でき
るわけであるが、そこで課題になるのが、いかに間接的効果を生み出すかということである。さらに効果的な情報発
信やロケ地マップを作成するなど、観光客を呼び込む工夫が必要である。これは FC のみならず、各地域の観光担当
セクッションの課題でもある。
　FC を立ち上げれば直ぐに有名な映画が自分たちのところへ来るわけでない。データベースの作成、受入体制の整
備、ロケの誘致活動など地道な活動を続け、その時のチャンスに備えなければならない。２～３年で結果を求めず、
10年位先を視野に入れて活動すべきだと一般には言われている。また、官民連携の協力体制も必要不可欠である。行
政と民間がうまく役割分担をして協力しあうことで、FC 事業が観光振興の柱の１つになっていけば、地域の活性化
に繋がっていくこことなる。
　このような FC の特性を踏まえ、2006年３月に、映像等のコンテンツを地域づくりや観光宣伝に活かす上越 FC を
設立した。合併後の上越市は海に山に大地に広大なエリアになったので、四季折々の雄大な自然、雁木に代表される
歴史的な町並み、雪国文化や田舎の生活様式など、多種多様な地域資源が映像素材に充分なりうるとの確信のもとに
映像を活かした上越市の知名度向上と地域の活性化を図るべくスタートしたわけである。幸運なことに、FC 設立と
同時期に、映画『ふみ子の海』（近藤明男監督）のロケ地に上越市が決定したのであった。『ふみ子の海』は、上越市
の高田盲学校で教鞭をとり、生涯を視覚障害者教育に捧げた粟津キヨさんの少女時代を描いた、上越市在住の市川信
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夫氏原作の同名小説（1991年、児童福祉文化賞受賞）に基づいた実話の映画化であり、まさに舞台そのものが上越市
の映画であった。これによって、いきなり関係者だけでなく市民も含めて実際の映画製作の場面で FC 活動を学ぶこ
ととなり、これは上越 FC にとって非常に意義あることであった。当然のことながら、運営体制として、事務局は、
上越市観光企画課に置きつつも、地元の観光コンベンション協会、商工会議所、青年会議所、映画鑑賞会などの協力
団体からなる連携体制を確立し、映画鑑賞会の会長に FC コーディネーターとしてエキストラの手配を担当してもら
うなど、官民の役割分担の明確化を図ったが、実際の撮影現場の中でその場その場の対応などを実際に体験できたこ
とは何物にも換え難い経験だったのである。
　ここでは FC のもたらす間接的効果についてもう少し触れてみたい。間接的効果の中に、「見慣れた風景や場所が
映像化されることで、地域の魅力の再発見や地域のへの誇りを感じることができる。」や「スタッフとの協働で１つ
の作品を作りあげることによる“感動”を体験することができる。そして何よりも地域が“元気”になる。」などが
あるが、この映画『ふみ子の海』の撮影を通じて、FC スタッフなどの関係者だけでなくエキストラなどに参加して
くれた方々をはじめ様々な形で支援していただいた市民の方々がまさにこれらの間接的効果を実感できたことは FC
活動を継続していく上で有形無形の力になるものであったと確信している。もちろん、連日、撮影風景などがテレビ
や新聞に取り上げられたことで、一番の間接的効果と言われている「ロケ地になることで、地域のイメージアップや
宣伝効果が期待できる。」ということも実感できたことは言うまでもない。（撮影を支援した映画『ふみ子の海』は後
に、山路ふみ子福祉賞や児童福祉文化賞等を受賞するなど、教育・福祉の分野で高い評価を受けた息の長い作品となっ
た。）
（5）広域観光連携の促進
　「集客プロモーションパートナーシップ協定」の締結
　交流人口の拡大を目指した集客を効果的に実施するため、2005年長野市と2006年佐渡市とそれぞれの間で、観光イ
ベント情報など、集客促進に向けた PR 活動をお互いに支援・協力する協定を締結し、観光情報の広域発信に努めた。
この取組みは、実際にやっていることは大きなことではないかもしれないが、意外とやろうと思ってもできないこと
であり、これを両市長による協定という形で内外に発表し相互に約束してきちんと実施することに意義があり、費用
対効果も決し小さくないと思えるので、広域観光連携の取組みの１つのモデルになるのではないかと思ったところで
ある。
　具体的な取組み内容としては、①両市の施設等に観光・イベントポスター、パンフレット等を掲出・配置する。②
両市の広報誌に観光・イベント情報を掲載する。③両市のホームページに観光・イベント情報をリンクさせる、であ
る。
　協定締結による効果としては、①両市の観光 PR を迅速かつ有効に実施できる。②両市の観光魅力を対象地域に継
続的に広く浸透させることが可能である。③両市の親交がさらに深まるとともに、市民レベルでの交流の活性化が期
待できる、などが挙げられる。要するに、例え、いくら綺麗で内容もあるポスターやパンフレットを作成したとして
も、本当に見てもらいたい人たちや来てもらいたい人たちに、また、それを求めている人たちのところへ確実に届け
られ提供できているかというと、この点については、不十分なところが現実であるので、この協定での取組みはそれ
を補うものであった。
　長野市とは大河ドラマ「風林火山」で、佐渡市とは小木・直江津航路の利用促進問題などで連携が必要だった。そ
の連携の基礎となったのが本協定であった。
（6）上越市の魅力再発見
　「きらり発見じょうえつ散歩」事業を2005年度から合併後の全市域に拡げ、合併後の数多くの特徴的な市内の名所、
旧跡を回遊し、市民自らが上越市の魅力を再認識する機会の提供を推進した。「きらり発見じょうえつ散歩」とは、
まさにきらりと光る上越市の魅力を再発見する日帰りバスツアーで、当初は、徒歩（散歩）による観光名所めぐりで
あったものを、合併により市域が拡大したことに伴いバスツアーに変更したものである。
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　事業の目的としては、地域の一体感を醸成するため市内の観光スポットを歩き、合併後の上越市の魅力を体験、再
発見してもらうとともに、参加者から上越市の観光に関して意見をいただく機会でもあり、加えて積極的な PR と参
加者の口コミにより特に市外から新たな観光客の掘り起こしに繋げるものである。例えば、「芭蕉の句碑と文学をめ
ぐるコース」や「地引網と美酒めぐりコース」或いは「上杉謙信公ゆかりの地めぐりコース」などとテーマごとに毎
回コースを設定し、冬季を除いた月１回程度の実施を行ってきているが、毎回募集定員を超える応募があり、地域住
民をはじめ市外からの参加者も増えてきており、テーマ型観光のへのニーズの高さが伺えるところであった。
（7） インバウンドの促進（ビジット・ジャパン・キャンペーン（VJC）の推進）
　国は、2003年より訪日外国人旅行者の積極的な誘致を図るためビジット・ジャパン・キャンペーン（VJC）事業を
強力に推進している。外国人旅行者は今後極めて有望なマーケットである。上越市においても東アジア圏をターゲッ
トに外客誘致を観光振興の柱の１つに位置付け、この事業に積極的に参画するため、2005年度から誘客促進に向けた
取組みを開始したところであった。ところが上越市及び新潟県の知名度は極めて低いのが実情であったので、上越市
の特性を活かす戦略を見出すことを念頭におきつつ、外国人旅行者の誘客及び受入体制の整備等に取組むこととなっ
た。
　2006年度は、観桜会への台湾人駐日記者の招請やロシアからのツアー受入れなどを行ったほか、有識者や関係者に
よるインバウンド推進懇談会を開催し、上越市のインバウンドの課題等に関する意見交換を行った。
　また、台北国際旅行博（ITF）や各種商談会に参加するなど、中国、韓国、台湾を中心に営業活動を実施してきた
ところであるが、その成果として、2006年７月、韓国の中学生40人が上越市を訪れ、商業ベースとしては初となる教
育旅行の誘致に成功したほか、冬季には韓国から３組約30人のスキー及び雪国体験のツアー客の誘致に繋がった。
　さらに、上越市の地域資源を活かした試みとして、韓国で日本語学習しているソウル周辺の主要大学日本語学科の
学生10人と旅行エージェントを招き、上越教育大学、上越国際交流協会等との連携のもとに、日本語講座の受講や日
本の伝統文化に触れる体験などを内容とした短期語学留学プログラムのモニターツアーを実施した。
　このプログラムの検討は、韓国で日本語を勉強し、短期集中型の「語学留学体験」を希望している人を対象とし、
地元の大学の協力で滞在＋語学指導を受けるとともに日本文化体験や交流を組み入れた内容の旅行商品化について検
討を行ったものであった。セールスポイントとしては、実際に日本の大学の施設を利用して大学の教員から講義を受
けることで、本物により近い留学体験ができることである。
　本構想は、外客誘致において、単に観光施設や資源にのみ頼るものではなく、地元の大学の持つソフトやノウハウ
をインバウンドに活用する事例は未だに少ない中にあって、上越市のように通年で外客に決定的に対応できる観光資
源に恵まれない地域のインバウンドへの先進事例になりうる可能性のある取組みであった。本構想は地域資源を活用
した体験に、地方都市の生活費が安いことを活かした短期日本語学習をプラスすることによって、観光振興と国際交
流に資するプログラム開発を図り、新たな滞在コンテンツを作るものであり、上越市のこれまでの「越後田舎体験事
業」の実績やノウハウを提供することができ、より一層の魅力を向上させることができた。
　いずれにしても、上越市のインバウンドは緒についたばかりであったが、ロシアからのお花見ツアーやスキーを中
心とした雪国体験の旅行商品造成が行われたり、或いはオーストラリアからの教育旅行の誘致が決定するなど、徐々
にではあるがインバウンドの推進に繋がる成果が出てきたところであった。
（8）食のブランド化
　食のブランド化、「食」の観光誘客への活用、食と観光の連携、もっと単純に言えば、旅行には食は付き物で、かつ、
かなりのウエイトを占めている。旅行先で何を食べたか、或いは、食べられなかったかによってその旅行そのものの
満足度がかなりの部分決まってくるものであるとの認識のもと、筆者は赴任直後から上越の「食」を観光振興に活か
す連携の取組みを行いたいと思っていた。地域の主体性、地域からの発案、国と地方の連携を重視した地域づくりに
関する施策を実施するために必要な調査を多様な関係主体の参加のもとに行う国の国土創発調査事業に着目し、上越
市が「上越市食文化の国際ブランド化に関する調査」というテーマで事業採択を要望した結果、2005年度に上越市が
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国土交通省と農林水産省が共同で実施する国土創発調査「食文化を核とした観光的な魅力度向上による地域活性化調
査」のモデル地域の１つに採択された。
　なぜ、いきなり国際ブランド化という手法にトライしたかというと、折しも上越市として日本米ブームがおきつつ
あった台湾に上越米を売り込みたいとの希望が農政サイドからあったこと。加えて３年目を迎えた VJC でも日本食
を重視し、それを前面に出したプロモーションを展開しようとしていた時期だったことで、観光と食、即ち国際観光
と農政との連携の取組みをこの調査事業で行いたいと考えたからである。
　上越市の「食」については、米を筆頭に、日本酒、ワイン、海産物、野菜、など、良質な資源が多種多様に存在し
ている。こうした豊富な「食」資源を、単なる農産物や農業加工品としてではなく、市民をはじめ観光客が魅力を感
じるような「ブランド」に仕立てていくことを検討したものである。また、上越の食のブランド化を通じて、訪日外
国人の誘客促進と、継続的な上越米を中心とした上越産農産品の輸出を実現するための方策についても検討を行っ
た。本調査の一環として、2005年11月に VJC の協力を得て台北国際旅行博（ITF）に初めて参加し、上越米の販路
拡大と観光 PR も実施した。要するに、特産品である上越米を観光 PR の観光資源として活用すると同時に販路確保
に観光宣伝を利用したものであった。
　本調査の成果としては、実際のプロモーションの中でまさに観光セクションと農政セクッションの連携が図れたこ
とであり、結果として、2006年には上越産米１トンの輸出が実現し、2007年には約５トンの輸出がなされたことであっ
た。観光面においては VJC の推進の項目でも若干触れたが、本調査による ITF への初参加が上越市のインバウンド
事業、即ち VJC 事業への参画の第一歩であり、２年連続の ITF への参加など台湾での展開の基礎となったものであっ
た。なお、この調査の取組みが農政に限らず他分野との連携による総合的に市を売り込む以後のシティセールス体制
の原型となったと言えるものであった。
　次に、2006年度の「食」の取組みとして、「蓮御前」の開発が挙げられるが、これは「はすまつり誘客事業」とし
て新潟県の「心と体のリフレッシュ事業」に採択されたものであった。上越市内の高田公園の外堀を埋め尽くす蓮は
その美しさや規模から東洋一と称されており、蓮の見頃の期間（例年７月中旬から８月末頃まで）に「上越はすまつ
り」を開催し、期間中の週末には、早朝走ろう会、観蓮茶会、句会、写真展、フリーマーケットなどのイベントが行
われ多くの来場者が訪れている。観光ボランティアによる案内や、蓮の葉を練りこんだ「ハス麺」や「ハスアイス」
も現地で提供しており好評を博している。
　しかしながら、「日本三大夜桜」として売り込んでいる春の桜と比べて、蓮の知名度はまだ低く、全国に向けての
一層の PR が必要となっていた。こうした中、本事業は、「東洋一の蓮」と称される地域資源を活かし、健康志向の
強い団塊世代や料理に興味を持つ女性層などを対象に、早朝の蓮見学による心のリフレッシュや健康志向の蓮の創作
料理の試食、砂糖や醤油を使わずに地元の食材を調理した「かちどき飯」の食事（かちどき飯は当時の文献に則って
上杉謙信公が出陣の際に大勢の部下に振舞ったとされたものを再現した上越市の創作料理）、蓮の研究家による蓮の
効用を活かした心と体のリフレッシュを提案する講義などを組み合せて、健康増進という新しい切り口で蓮を PR し、
観光客を増やし、また、観光ボランティアガイドの育成、エージェント招聘や営業などを併せて行うことで蓮による
地域の活性化に資することを目指したものであった。
　換言すれば、「蓮が綺麗だから観に来てほしい」というだけではアピールが非常に弱いので、そこに「食」と「健康」
という付加価値を付けることによって誘客に繋げていこう、という発想であった。即ち、「蓮は観るだけでなく食べ
ることもでき、しかも健康によい」ということを前面に打ち出して「蓮御前」の開発を中心にモニターツアーの組み
立てを行うことにより、県が求めた「心と体をリフレッシュする旅づくり」にもピタリ合致したわけであった。夏の
上越まつりや謙信公祭との組み合せにより首都圏からモニターツアーを２回実施したが、各回ともキャンセル待ちが
出るほどの好評であったため、モニターツアーを実施した旅行会社が急遽独自で内容がほぼ同じ正規料金のツアーを
催行してくれたほどであった。この結果、改めて観光における「食」の重要性を認識することができたし、この内容
であれば売れるという感触を得ることができた。県内バスツアー会社などが関心を示してくれたので次年度以降の本
格的な旅行商品仕様の「蓮御前」の開発や市内飲食店への普及促進などを進めていくこととなった。
　さらに、食資源を誘客に結び付ける取組みとして、2006年秋、「越後・謙信 SAKE まつり」が初めて開催された。
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特に合併後、市内の蔵元が16に増え（県内の約６分の１）、日本酒は上越市を内外にアピールする重要な地域資源の
１つになった。しかも上越市の「岩の原ワイン」は国内で初めて国産ぶどうでワインを醸造した我が国のワインの発
祥の地であり、加えて、どぶろく特区第１号も上越市であるなど、上越市は酒文化が息づいているまちなのである。
さらに隣の妙高市を加えた上越地域19の酒蔵で造られた日本酒をはじめ、ワイン、どぶろく、地ビールと地元特産品
を一堂に集めた今回の「越後・謙信 SAKE まつり」の開催は、多くの市民や関係者の待望のイベントであり、上越
市にとって必然性があったものと確信しており、その開催の必要性を筆者は赴任直後から主張してきたところであ
る。
　この類のイベントは大きな会場に出展者を集めて行うのが普通であるが、上越市の場合、中心市街地の高田本町商
店街の大通りを土日の２日間交通規制し、歩行者天国として開催したことは地域にとって画期的だった。そして何よ
りも酒造組合などの関係事業者をはじめ地元商店街の活性化に繋がったことこそ最大の成果であった。特製グラス
500円で試飲し放題というのが好評だったこともあり、予想を遥かに上回る３万人以上の集客を記録し、初開催とし
ては成功であった。この取組みも地域資源である「食」資源を観光誘客に繋げる典型的な事例であるが、筆者として
は年々内容を充実させながらエージェントなどとも連携しながら2014年度末北陸新幹線開業までには首都圏でも認知
されるようなメジャーなイベントに育てていかなければならない上越市にとって極めて重要なイベントである、と認
識することができた。
（9）フラワーツーリズムの推進
　新潟県は春の季節を中心に「にいがた花物語」で観光誘客キャンペーンを行っている。合併後の上越市は、市域拡
大により観光資源としての花や植物の種類・生産量とも豊富になり、日本観光協会の「花の観光地づくり大賞」に
2004年度から３年連続して入賞を果たしている。
　４月の高田公園の高田城百万人観桜会は４千本のソメイヨシノが咲き誇る日本三大夜桜の１つと言われている。例
年４月上中旬の約２週間、夜の11時までライトアップされている。上越市内には高田公園のほかにも桜の名所が数多
くあり、４月上旬から下旬までいろいろな場所で桜を楽しむことができる。
　７月から８月まで高田公園の外堀19ha を埋め尽くす蓮は、その美しさと規模から東洋一と称される。高田公園の
蓮は、2006年度「花の観光地づくり大賞」奨励賞・花の賑わい賞を受賞した。10月上旬から中旬には市内安塚区（旧
安塚町）のフラワーロードに咲く100万本の柳葉ひまわりによって、一面黄色い絨毯を敷き詰めたようになる。安塚
区のフラワーロードは2004年度「花の観光地づくり大賞」受賞をはじめ、数多くの花のまちづくり関係の賞を受賞し
ている。
　その他の花のイベントには、毎年10月上旬の週末に開催される「城下町・高田花ロード」がある。「街に元気を取
り戻そう！」と1998年に創められたこの花のイベントは、高田市街地一帯を舞台にした花の創作公募展で、斬新な作
品がいたるところでまちの風景に彩りを添える。2005年度には「花の観光地づくり大賞」奨励賞・花の賑わい賞を受
賞した。
　昨今、フラワーツーリズムへのニーズへの高まっている中で、上越市の「桜」や「蓮」などの美しい花は自然資源
系の観光資源として人を呼び込む大切な財産であり、いずれもその保護も含めて官民協働で大切に育てていく貴重な
地域資源である。
（10）観光局の新設
　2005年から2006年の取組みを踏まえ、2007年を「上越市ふるさとアピール年間」と位置付け、１年を通じ、上越市
の有する魅力ある地域資源を活用したイベントの開催のほか、観光資源や直江津港の PR、企業誘致など、国内外で
の市長によるトップセールスを含めて上越市の知名度向上と交流人口の拡大に向けた総合的なシティセールスを精力
的に実施していくこととなった。
　「ふるさとアピール年間」の考え方は、ややもすればこれまでの取組みが単発的だったことを反省し、観光分野に
限らず、農産物などの特産品、流通拠点としての直江津港の PR、企業誘致、定住促進、さらには新しい地方自治の
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仕組み、雪エネルギーなどを活用した環境対策など、上越市の魅力や強みを総合的に売り込むシティセールスが基本
である。事業の実施に当たっては、官民協働で進めるほか、市役所内部にシティセールス・プロジェクトチームを立
ち上げ、チームを中心に各部局が連携し全市役所的体制で取り組むこととなった。
　ただ、その原動力となるのはやはり「観光」だったのである。このため、2006年10月に産業観光部内に観光局を設
置し、局長（部長級）を置くことにより強化した体制の中で戦略的にシティセールスを実施していくこととした。初
代局長には筆者が就任し、観光局の体制は観光企画課、観光振興課、観光物産センターの２課１機関となった。そも
そも筆者の赴任を契機に、当時の観光振興課から企画部門を独立させ、観光企画課を新設させたこと自体が組織の強
化であった。
　2005年当時、地方自治体において、観光２課体制は斬新な試みであった。そのメリットとしては新規施策のスピー
ディーな推進などがあった一方で、当然、縦割りの弊害など多少なりともデメリットもあったことは事実である。こ
れをより有機的に連携させ強化するための観光局の設置であった。その他にも民間の推進機関である上越観光コンベ
ンション協会の法人化や上越商工会議所との連携など、推進体制、組織強化の面でも合併直後の２年間とは「上越市
の挑戦」が始まったところなのであった。
５．まとめ
　本稿では、上越市の2005年度と2006年度の観光への取組みを見てきた。それ以降の2007年上越市は、NHK 大河ド
ラマ「風林火山」を活用した事業を中心に「ふるさとアピール年間」を実施し、その後、謙信公祭への Gackt 謙信
の招聘や2009年 NHK 大河ドラマ「天地人」で一躍脚光を浴び、2011年は日本スキー発祥100周年を迎えたところで
ある。
　上越市は現在、新しい組織・体制で観光振興に取組んでいるが、観光政策としては、一貫して上越市の知名度の向
上と交流人口の拡大を図ってきた。その全ての基礎になっているのが合併後の2005年度と2006年度の２年間の取組み
であることは間違いない。それ以降の取組みについての詳細は、また別の機会に触れることとしたい。
　2014年度末、交流人口の拡大の大きなツールであり手段である北陸新幹線の開業が迫っている。この北陸新幹線の
開業に伴い、上越地方への到達圏内は大きく変化する。直江津駅を起点に上越市からの到達時間で見た場合、高崎市
や金沢市までが、日常生活圏、即ち、通勤・通学等が可能となる１時間圏内となり、この１時間圏内の人口は2007年
当時の試算で約51万人から約350万人、実に6.8倍と試算されている。（注：数字はいずれも2007年当時の試算である。
以下同じ。）
　さらに例えば、観光などの滞在時間がしっかり取れる到達時間２時間圏内に、約970万人の人々が居住しているが、
新幹線整備後は、実に我が国の人口の約４分の１に相当する3.7倍の3,500万人に増加し、宇都宮方面や東京・横浜方面、
松本・諏訪方面、福井方面にまで拡大する。加えて、ビジネス等の日帰り出張が可能な到達時間３時間圏域には1.2
倍の約5,300万人となり、関東全域をはじめ、北は仙台市、南は浜松市、琵琶湖周辺にまで拡大することとなる。
　これらは、上越市及び上越地方にとって、大きなビジネスチャンスとなることを物語っているが、一方で、このチャ
ンスを逃せば、大都市圏への人口、購買力の流出（ストロー現象）をはじめ、通過型観光の増大や支店、営業所の統
廃合など、様々なマイナス面が生じる可能性も暗示している。
　北陸新幹線開業を控えた今こそが、生き残りをかけたまちづくりを地域全体で考える「絶好の機会」と言える。換
言すれば、新幹線の開業をプラスにできるか、それは開業までに「上越市」が魅力的なまちとしてどこまで全国に浸
透しているかにかかっている。これは、開業直前になってから一朝一夕にできる問題ではない。
　従って、知名度の向上と交流人口拡大への継続的な取組みを通じて、魅力的な地域づくり、まさに「住んでよし訪
れてよし」のまちづくりを更に加速させ、新幹線開業に向けて都市間競争に生き残るため、時期を逸することなく、
時には大胆かつ果敢に取組んでいくことが必要である。折りしも2007年１月１日から観光立国推進基本法が施行され
たこともあり、その原動力となるのが上越市をはじめとした観光による地域の活性化を目指す地域観光政策の推進で
ある。合併後の地域観光政策の基本は、あらゆる分野で合併効果を最大限活かしつつ、住民参加のもと、新しいまち
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の新しい姿を自分たちで創っていくのだ、という地域の一体感を常に醸成しつつ推進することが重要である。「上越
市の挑戦」は、まさに全てが2014年度末の新幹線開業時を１つの目標として、上越市の総合力を結集し、戦略的に、
段階的に継続していくべきものなのである。
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